
（法第28条第1項）

Ⅰ　経常収益

１　受取会費

正会員受取会費

賛助会員受取会費

２　受取寄附金

受取寄附金

３　受取助成金等

受取民間助成金

４　事業収益

就労支援事業収入

訓練等給付費収入

５　その他収益

受取利息

雑収益

経常収益計

Ⅱ　経常費用

１　事業費

(1)人件費

利用者工賃

給与手当

法定福利費

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

仕入高

売上原価計

旅費交通費

通信費

交際費

会議費

減価償却費

地代家賃

リース料

保険料

修繕費

水道光熱費

燃料費

消耗品費

租税公課

1,237,895

10,000,000

0 0

10,000,000

1,842,028

1,842,028

令和２年度　活動計算書

令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで

特定非営利活動法人インクルーシヴ・ジャパン

科　　目 金　　額　（単位：円）

0 0

0

237

4,611,880

99,418,682 104,030,562

115,805,829

1,775,030 1,775,267

3,860,925

37,495,730

52,920,749

8,620,410

2,943,684

1,219,710

562,376

838,653

2,205,900

1,453,795

4,094,403

1,364,837

469,130

509,962

55,740

1,302,936

2,127,060



新聞図書費

アーカイブ費

支払利息

雑費

その他経費計

事業費計

２　管理費

(1)人件費

人件費計

(2)その他経費

租税公課

委託料

広告宣伝費

支払手数料

諸会費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額

Ⅲ　経常外収益

経常外収益計

Ⅳ　経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

当期正味財産増減額

前期繰越正味財産額

次期繰越正味財産額

※　今年度はその他の事業を実施していません。

（備考）

１　用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とする。

２　事業費及び管理費は、それぞれ人件費及びその他経費に区分したうえで、形態別に表示する。

３　経常経費の規模（事業費＋管理費）でみた特定非営利活動に係る事業の割合、経常経費額に占

める管理費の割合等は、特定非営利活動を行うことを主たる目的とすること、営利を目的とし

ないものであることという法定要件への適合性の判断材料となる。

20,267,982

361,597

215,811

1,936,200

66,990

17,528,691

17,528,691

5,842,016

138,874

3,151,500

15,408,555

0

23,152,207

76,072,956

△ 4,859,427

0

11,528,000

72,685

19,000

93,601,647

22,204,182

22,204,182

0


